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－総括１－ 

新規事業及び重要事業総括表 
 

Ⅰ 総 額 

 【一般会計】 

区分 平成３０年度 平成２９年度 伸び率 

予算総額 ２９６，５０８，１５６千円 ２８５，２６６，２３９千円 ３．９％ 

一般会計構成比         １５．９％         １５．３％ － 

 

 【公債費特別会計】 

予算総額 ５７０，７７２，６３９千円 ５３２，３３７，２１８千円 ７．２％ 

 

 【市町村振興事業特別会計】 

予算総額 １３，６５０，０４９千円 １３，７２２，５９３千円 △０．５％ 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 １ 暮らしの安心・安全を確保する 

  Ｐ １       雨水等活用施設の設置促進【土地水政策課】     １０，３４０ 

  

 ２ 危機や災害に備える 

  Ｐ ２一部新規 地籍調査事業の促進【土地水政策課】        １８６，０９０ 

 

 ３ 埼玉の活力を高める社会基盤をつくる 

  Ｐ ３一部新規  公共交通機関のバリアフリー化の促進【交通政策課】  ２２７，９７３ 

  Ｐ ４      駅ホームの転落防止対策の促進【交通政策課】     ２３６，６１３ 

  Ｐ ５    路線バスの維持・活性化の促進【交通政策課】     １１８，６４８ 

                                

 ４ 県民が誇れる埼玉の魅力を高める 

  Ｐ ６一部新規  「住むなら埼玉」移住総合支援の推進【地域政策課】     ３５，４５４ 

  Ｐ ７一部新規   彩の市町村愛着連携の促進【地域政策課】          ５，４００ 

  Ｐ ８ 新規  新技術による業務自動化の推進【改革推進課】      １７，８３７ 

  Ｐ ９ 新規  スマート社会へ向けたＡＩの実証【情報システム課】    ７９，７４８ 

  Ｐ１０ 新規  県有施設への公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備【情報システム課】    １５，４５５ 

 

 ５ 支え合いで魅力ある地域社会をつくる 

  Ｐ１１     彩の未来地域連携の推進【地域政策課】         ２４，７０２ 

   Ｐ１２一部新規   市町村に対する総合的な支援の推進【地域政策課・市町村課】 

                                   ８，２１８，５６３ 
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雨水等活用施設の設置促進  

 

担当 土地水政策課 水源地域対策担当  

                  内線 ２１８９             

 

１ 目 的 

  埼玉県は、水資源の多くを利根川や荒川上流のダムなどに依存している。 

  地域の水資源を有効利用するとともに、災害時における緊急用水として活用 

 するため、雨水や再生水を活用する施設の設置を促進する。 

 

２ 事業内容 

  市町村が既存の公共施設に設置する雨水等活用施設の設置費用の一部を補

 助する。（補助率：１／２以内） 

  また、雨水等の活用事例を情報発信し、事業所や一般家庭での雨水タンクの 

 普及を図る。 

 

３ 予算額 １０，３４０千円 

 

 

 

＜雨水活用のイメージ＞ 

 

   

  

 

  

   

 

 

               

 

  

 

 

 

 

 
 
 

 

一般家庭での活用例 
 

公共施設、事業所での活用例 

雨水 

タンク 

水

位

計 

 

蛇

口 

 

取

水

管 

 

     

 

 

   雨水を雨どいから雨水タンクに 

   貯留し、庭への散水等に活用 

雨水を貯留槽に貯留し、トイレ用水や 

植樹帯への散水、緊急用水等に活用 

 



 

 - 2 - 

                                         一部新規 

 

地籍調査事業の促進  

 

                 担当 土地水政策課 総務・国土調査担当  

                   内線 ２１８６ 

 

１ 目 的 

  土地登記簿及び公図は、その多くが明治時代に作成された字限図
あざぎりず

等を基に作成されて

おり、実際の土地の境界や面積と異なっている。 

  境界トラブルの未然防止、被災後の迅速な復旧・復興、公共事業の円滑化等を図るた

め、市町村が実施する地籍調査を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）地籍調査事業（予算額１８５，０８９千円） 

    地籍調査（土地の所有者、地番、地目及び境界の調査・確認、面積の測量等）を実 

    施する市町村に対して補助する。 

   ・ 対   象  １５市町村 

   ・ 負 担 割 合  国１／２、県１／４、市町村１／４ 

（２）新規 地籍調査準備支援事業（予算額１，００１千円）  

    地籍調査を促進するため、未実施市町の準備（予算・事業量の把握、測量方法の選 

    定等）に要する費用を県が支援する。 

   ・ 対 象  地籍調査未実施市町 

   ・ 補 助 率  １／２以内 

   

３ 予算額 １８６，０９０千円 
 

＜地籍調査事業のイメージ＞ 

 
 

 

 

 

 

 

    

      明治時代の字限図 

 

 

 

字限図とは： 

明治時代に当時の測量技術に基づいて作成 

された地図で、正確でない場合が多い。 

地籍図とは： 

地籍調査により正確な測量技術をもって一筆

毎の境界を定めて作成された地図。 

地 籍 図 
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公共交通機関のバリアフリー化の促進 
 

担当 交通政策課 鉄道担当  

      交通企画・バス担当 

内線 2236(鉄道担当) 2237(交通企画・バス担当) 

 

１ 目 的 

 年齢や障害の有無にかかわらず誰もが快適に安心して公共交通機関を利用できるよう駅

やバス・タクシーのバリアフリー化を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）みんなに親しまれる駅づくり事業（予算額 １１９，３００千円）※ふるさと創造資金 

  エレベーター、障害者対応型トイレの設置などの駅のバリアフリー化を進める市町村 

 に対して、設置費用の一部を補助する。 

 （補助率：市町村負担額の１／２） 

（２）バス利用促進事業（予算額 ２５，６７３千円） 

   ノンステップバス（床面を超低床構造として、乗降ステップをなくしたバス）を導入 

  するバス事業者に対して、車両購入費の一部を補助する。 

  （補助率：ノンステップバス車両価格と通常車両価格の差額の１／４） 

（３）新規 タクシーバリアフリー化促進事業（予算額 ８３，０００千円） 

   ユニバーサルデザインタクシーを導入するタクシー事業者に対して、車両購入費の 

    一部を補助する。 

  （補助額：６００千円／台） 

 

３ 予算額 ２２７，９７３千円 

 

 ＜ユニバーサルデザインタクシー（ＵＤタクシー）＞ 

  車椅子の方を始め、高齢者や妊産婦、子供連れなど利用者にとって乗降の配慮がな

されているタクシー 
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駅ホームの転落防止対策の促進 
 

担当 交通政策課 鉄道担当 

内線 ２２３６       

１ 目 的 

  駅ホームからの転落事故の防止を図るため、ホームドアの整備を促進する。 

  また、ホームドアが未整備の駅について、内方線付き点状ブロックの整備を促進する

とともに、駅での声かけ・サポートの活動を支援し、駅ホームの安全対策を促進する。 

 

２ 事業内容 

（１）ホームドア設置促進事業（予算額 ２０６，４３８千円） 

    ホームドアの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

   （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

    対象駅：ＪＲ京浜東北線川口駅（２列）、西川口駅（２列）、蕨駅（２列） 

       東武伊勢崎線新越谷駅（４列）、北越谷駅（４列） 

       東武東上線朝霞駅（４列）、志木駅（４列） 

（２）点状ブロック整備促進事業（予算額 ３０，１７５千円） 

   ア 内方線付き点状ブロックの整備費用の一部を負担する市町村に対して補助する。 

    （補助率：１／６（市町村負担額の１／２）） 

      対象駅：ＪＲ高崎線行田駅ほか８駅 

   イ 鉄道事業者及び地元市町村と連携し、駅ホーム声かけサポート講習会を開催す  

    るとともに、駅での声かけやサポート方法を示したハンドブックを作成し、鉄道  

    利用者等による駅ホームの安全対策を促進する。 

 

３ 予算額 ２３６，６１３千円 

 

＜転落防止対策のイメージ＞ 

 

 ホームドア（東武東上線和光市駅の例） 

 

内方線付き点状ブロック 

内方線 

内方線とは： 

 視覚障害者の方がホームで位

置が分からなくなった時に、ホ

ームの内側が確認できるもの 



 

- 5 - 

 

路線バスの維持・活性化の促進 

 
担当 交通政策課 交通企画・バス担当 

内線 ２２３７       

 

１ 目 的 

 地域住民の生活の足として重要な路線バスの維持・確保を図る。 

 また、路線バスの利用者減による減便、利便性の低下に伴う更なる利用者減という 

悪循環を転換し、利便性向上や利用者増を図る好循環のモデルづくりを支援する。 

 

２ 事業内容 

（１）バス路線維持対策事業（予算額 ８９，３４４千円） 

   地域住民の生活の足として維持・確保が必要なバス路線について、関係市町

  村やバス事業者に対して、運行費の赤字分の一部を補助する。 

  （補助率：運行費の赤字分の１／２） 

（２）元気なバス需要創出モデル事業（予算額 ２９，３０４千円） 

   高齢者をはじめとした公共交通への潜在需要を喚起し、増収につながる取組 

 (例：路線バスの増便・延伸等)を行うバス事業者に対して経費の一部を補助する。 

（補助率：取組に係る費用の１／２） 

  

３ 予算額 １１８，６４８千円 

 

＜元気なバス需要創出モデル事業のイメージ＞ 

【減便等による悪循環】 【高齢者等の潜在需要の掘り起こし】 

 

減便等 

利用者減 減収 

負の 
スパイラル 
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「住むなら埼玉」移住総合支援の推進  
 

                     担当 地域政策課 地域振興担当  

                     内線 ２７９８  
 

１  目  的  

  全県では人口が増加しているものの、圏央道以北の地域では人口減少が

進んでいる市町村が多い。そこで、近年の移住に対する関心の高まりを好

機ととらえ、若者や現役世代をターゲットに、自然豊かで都市にも近い  

 ”ちかいなか ”埼玉への移住を促進する。  

  

２  事業内容  

（１）住むなら埼玉移住総合支援事業  

  ア  移住全般の相談拠点としてワンストップで対応する「住むなら埼玉  

   移住サポートセンター」（有楽町）を拡充するほか、都内でのイベン  

   トを利用した出張相談などを実施する。  

  イ新規  埼玉への移住を効果的にＰＲするため広報戦略を策定し、移住促

進プロモーションを展開する。  

（２）新規  移住トライアル事業（別掲）  

   ふるさと創造資金を活用し、市町村が主体となって取り組む移住促進

 事業を支援する。  
 

３  予算額  ３５，４５４千円  
 

＜「住むなら埼玉」移住総合支援のイメージ＞  

 ≪移住施策のフロー≫ 

 
①準備段階 ②試行段階 ③実施段階 

「埼玉を知る」 「埼玉を体験する」 「埼玉に住む」 

県が市町村を支援 市町村が主体的に取り組む 

 ≪「住むなら埼玉」移住総合支援≫ 

 

 （別掲）≪ふるさと創造資金による支援≫ 

 

            〇拠点であるワンストップ 

             窓口の強化 

            〇移住促進プロモーション 

             の実施 

住むなら埼玉移住サポート強化事業 

 

                                 

             

イベント出展移住相談事業 

〇出張移住相談の実施 

〇参加者が多いイベン   

  トでの魅力発信 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

移住トライアル事業 

（例） 

移住お試し住宅 

（ときがわ町） 

〇 試行段階に必要な施設や拠点整備などの 

 市町村の取組を強力に財政支援 

 (例) 

 ・移住の相談をサポートする拠点の整備 

 ・空家を活用したお試し移住の住宅整備 
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彩の市町村愛着連携の促進  

 

                     担当 地域政策課 地域振興担当  

                     内線 ２７７１  

 

１  目  的  

  県内市町村と都区部（東京２３区）との交流を支援し、交流人口の増加

による地域活性化を図る。  

  また、県内の農山村部と都市部の市町村による交流を支援し、交流人口

の増加による地域活性化、地元市町村・埼玉県への愛着心や県民意識の醸

成を図る。  

 

２  事業内容  

  東京都区部及び県内都市部の子供達が遠足や林間学校で県内農山村部を

訪問したり、農山村部の生産者等が都市部のイベントで特産品の販売や地

域の魅力をＰＲするなど、相互が連携して継続的な交流を行うきっかけを

つくる県内市町村の取組に対して補助する。  

（１）新規  県内市町村と東京都区部との交流  

（２）県内の農山村部と都市部との交流  

 （補助率：９／１０）  

 

３  予算額  ５，４００千円  

＜交流のイメージ＞  

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東京２３区（新規） 

県内都市部 

農 山 村 部 
 

農山村部での林間学校、 

中学校部活動・スポーツ少年団の合宿 

交流自治体の産業祭へ地場産品の出品 

交流 
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新技術による業務自動化の推進  

 

担当 改革推進課 行政改革・官民連携等担当 

内線 ２４４２               

 

１ 目 的 

  民間の優れた技術を県庁に導入し、定型的な業務にかかる負担を軽減するこ

とで、事務の効率化や職員が政策立案に集中する時間の確保を図る。 

 

２ 事業内容 

（１）ＲＰＡ（※）技術による定型業務の自動化（予算額 ８，５３２千円） 

   職員が処理してきた定型的な業務について、ＲＰＡ技術を導入し作業の処

 理手順を操作画面上から登録することで、当該業務をロボットが代行する。 

  ※ ＲＰＡ（＝ロボティック・プロセス・オートメーション） 

    ・・・ソフトウェアロボットによる事務処理の自動化 

（２）音声認識技術を用いた議事録作成支援システムの導入（予算額 ９，３０５千円） 

   音声をテキストに自動変換するシステムを導入し、議事録の書き起こしが

 必要な業務に活用することで、事務を効率化する。 

 

３ 予算額 １７，８３７千円 

 

＜新技術導入後のイメージ＞ 

（２）議事録作成支援システムの導入 

（１）ＲＰＡ技術による定型業務自動化 

書き起こしが不要 

１時間の会議で 

通常６時間の作業 

導入後３時間に半減 

データの検索、集計、入

力、出力等の定型業務を

職員が処理 

職員が処理してきた業務の

処理手順をソフトウェアロ

ボットに登録 

定型業務はロボットが処

理、職員は政策立案等に

集中 

会議 

（１時間） 
書き 

起こし 

修正 

作業 

 ＜具体的な活用例＞県ホームページに掲載している各種外部データの更新 

  自動化する内容：掲載情報の更新状況の確認、更新データの取得、ホームページの更新 
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スマート社会へ向けたＡＩの実証  

 

                                  担当 情報システム課 企画・研修担当 

   システム指導・集中化担当 

                       内線 2280(企画・研修担当 )2284(システム指導・集中化担当 ) 

 

１ 目 的 

  ＡＩ等の新技術の利用を通じ、業務の効率化や県民サービスの向上を図るた 

 めの取組を実施する。 

 

２ 事業内容 

（１）庁内展開に向けたＡＩ活用の実証（予算額：５１，０４７千円） 

  ア ヘルプデスクのＡＩ実証事業 

    県庁ＬＡＮシステム等の問合せ業務にＡＩを活用し、職員からの質問に

リアルタイムに自動応答する仕組みを導入する。 

  イ ビッグデータを活用したプッシュ型サービスの提供事業 

    県民向け広報アプリ「まいたま」の情報をもとに、ＡＩを活用して県民 

   ニーズの把握と分析を行う。分析結果をもとに、県民にプッシュ型でより 

   適切な情報、きめ細かなサービスを提供していく。 

（２）ＡＩ導入支援、事業企画の推進（予算額：２８，７０１千円） 

   ＡＩを活用した救急電話相談など庁内におけるＡＩ等の導入支援及び各

課から提案されるアイデアの事業化支援を行う。 

 

３ 予算額  ７９，７４８千円  
 

＜自動応答のイメージ＞ 
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県有施設への公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備  

 

                                        担当 情報システム課 企画・研修担当 

                                  システム基盤・セキュリティ担当 

                           内線 2269(企画・研修担当 )2282(システム基盤担当 ) 

 

１ 目 的 

  観光、防災及び施設利用者サービスの設置目的に応じて、県有施設へ公衆無 

 線ＬＡＮ（以下、県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉという。）を一体的に整備する。県 

 有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉを単なる通信環境の提供のみならず、県からの情報発信  

 の手段として積極的に活用し、県民サービスの向上を図る。 

 

２ 事業内容 

   平成３０年度は県庁舎を始め、秩父高原牧場、近代美術館、さきたま史跡の

博物館及び歴史と民俗の博物館に公衆Ｗｉ－Ｆｉを整備する。  

  また、認証連携（※）の仕組みを導入することで、既存の公衆Ｗｉ－Ｆｉを

含め、利用者に使いやすい県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉ環境とする。  

  ※認証連携・・・一度の登録・認証により様々な場所でＷｉ－Ｆｉの利用を可能にする仕組み 

 

３ 予算額 １５，４５５千円 

 

 

＜整備の考え方＞ 

 東京２０２０オリンピック・パラリンピック及びラグビーワールドカップ 

２０１９も視野に入れ、県有施設公衆Ｗｉ－Ｆｉ整備を段階的に推進する。  
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彩の未来地域連携の推進  

 

                     担当 地域政策課 地域振興担当  

                     内線 ２７７６  

 

１  目  的  

  人口減少・超少子高齢社会への対応を進める上では、地域の特性を踏まえ

戦略的に取り組むことが求められる。課題や特性を共有する地域の市町村

間の連携を促すとともに、県と各市町村の取組を連携することで地域活性

化を推進する。  

 

２  事業内容  

  超少子高齢化などの中長期的な課題に広域的に対応するため、市町村や

民間団体などとともに「地域の未来を考える政策プロジェクト会議」を県

内１０地域で開催している。  

  会議での議論を踏まえ、市町村の取組と連携し、相乗効果を高める事業

を実施する。  

 

３  予算額  ２４，７０２千円  

 

＜彩の未来地域連携のイメージ＞  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定住促進や雇用拡大など地域活性化に向けた取組 

地域の未来を考える政策プロジェクト会議 

（県内１０地域で開催） 

連携 

県（地域振興センター） 管内市町村等 
（市町村・商工団体・農業団体・鉄道事業者等） 

彩の未来地域連携事業 

人口減少・超少子高齢社会への 

対応について議論 
 

市町村 

市町村 市町村 

＜事業例＞ 

『HIKI つける魅力再発見ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ』       ＜事業例＞ 
「比企まるごとカフェ計画」として           管内市町村が連携し、農産物のブラン 

 比企地域の農産物のﾌﾞﾗﾝﾃﾞｨﾝｸﾞと            ド化を進めるための支援、プロモーシ 

  それを活用したカフェを企画する            ョン活動等によるＰＲを実施する 

 
 

地域づくりの効果を高める 

 

 

県事業 市町村事業・地域間の連携 
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市町村に対する総合的な支援の推進 
 

                 担当 地域政策課 地域振興担当 

                    市町村課  財政担当 

                 内線 2798(地域政策課 ) 2683（市町村課） 

１ 目 的 

  市町村の主体的な取組を促進するため、埼玉県ふるさと創造資金、埼玉県ふ

るさと創造貸付金、埼玉県分権推進交付金等による総合的な支援を行う。  
 

２ 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

３ 予算額 ８，２１８，５６３千円   

【主体的・計画的な事業等への補助制度】 

【社会基盤整備事業等への低利の資金貸付制度】 

・市町村による提案・実施事業 
  市町村の魅力ある地域づくりに対する補助（補助率：１／２など） 

・市町村と地域団体との協働事業 
  市町村と地域団体が連携協力して行うコミュニティ活動の拠点となる施設の整備に対す  

 る補助（補助率：１／２など） 

・新規 移住トライアル事業（１億円） 
 移住の試行段階に必要なお試し住宅や移住サポート拠点の整備等を進める市町村を強力

に支援（補助率：３／４など） 

・超少子高齢化対策モデル支援事業（１億円） 

  人口減少、超少子高齢社会の到来を見据えた先進的な取組に対する補助 

 （補助率：２／３） 

・自治連携支援事業 
  複数市町村の広域的な連携による市町村の効率的、効果的な行政運営に対する補助 
 （補助率：１／２） 

・みんなに親しまれる駅づくり事業 
  鉄道駅のバリアフリー化に対する補助（補助率：１／２など） 

・権限移譲特別推進事業 
  市町村への権限移譲を推進するためパッケージ方式などにより移譲事務の受け入れ準備 

  を行う市町村に対する補助 

・市町村緊急支援事業 
  災害、事件、事故等による緊急又は不測の事態に対応するための事業に対する補助 

・ 

  市町村ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進補助金（２００万円） 

埼玉県ふるさと創造資金（１５億円） 

埼玉県ふるさと創造貸付金（６０億円） 

埼玉県分権推進交付金（７億１，６５６万円） 

   公共施設の集約化等を行う先導的な取組に対する補助（補助率：１／２） 

   

【市町村に権限移譲した事務の事務処理経費等への交付制度】 

【公共施設の集約化等への補助制度】 

 
   


